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研究成果の概要（英文）：In this study, we construct an overlapping generations model to demonstrate 
how political intervention and interaction in the working and retired generations affect the 
allocation rate in future-growth-stimulating public investment and the public pension. It also 
analyzes the possibility of moving to a voting system that allocates parliamentary seats according 
to life expectancy. The presented results imply the following main findings. First, the voting 
system is important when population demographics change. Second, when age-based voting turnout 
disparity is high, a shift from the current voting system to one based on either life expectancy and





























後者の公的年金を重視する傾向が強まる。実際、Tabellini (1990)や Breyer and Craig (1997)は、
有権者の中位年齢と公的年金（対 GDP）との間には正の相関関係が存在することを確認してい
る。また、政治と財政赤字の関係についても、政治経済学（Political Economics）のアプローチ
から、1990 年代以降に多くの研究が理論と実証の両面から生まれている（例：Alesina and 
Perotti1998, Persson and Tabellini 2000, Shi and Svensson 2006）。その中で、特に本研究に



























年区に属する 30 歳の余命は 70 年、中年区に属する 50 歳の余命は 50 年、老年区に属する 70 歳




















 理論分析の結果、以下の命題等が明らかとなった（詳細は Ishida and Oguro(2018)）。 
命題 1：政府投資割合 
(1)－(7)式のモデルが想定する「投票方式（相対的政治力 ）」が一定の場合、(10)式の政治
目的関数を最大化する政府投資割合の経路  0)( tt  は一意に求まる。 
 
命題 2：「余命投票方式」の移行可能性 
(i) 一般に、 '  を満たす 2 つの投票方式 tt n /1 と '/'' 1 tt n  があるとする。
このとき、  n/2' を満たすとき、またそのときに限り、投票方式 から投票方式
' は移行可能である。 
(ii) )1/(21  kk を満たすとき、「現行の投票方式」から「余命投票方式＋地域別選挙
区」は移行可能である。 
(iii) kk /)12(2   を満たすとき、「現行の投票方式」から「余命投票方式＋年齢別選挙
区」は移行可能である。 
 
命題 3： 5.0 のときの「余命投票方式」の移行可能性 
一般に、 '  を満たす 2 つの投票方式 tt n /1 と '/'' 1 tt n  があるとする。
政府が tt  1 のコミットメントを行うと仮定した場合、以下の条件を満たすとき、またそ
のときに限り、投票方式 から投票方式 ' は移行可能である。 
(i)  正値 が十分小さい場合： )1/(2)'1/(1)1/(1  nn   
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